
平成２８年度当初予算のポイント

平成２８年２月

和歌山県財政課



目 次

１．予算編成のポイント

２．予算の全体像

３．歳入のポイント（自主財源、依存財源）

（１）県税収入

（２）地方交付税・臨時財政対策債

（３）県債（県債残高）

（４）基金繰入金、その他の歳入

４．歳出のポイント（義務的経費、政策的経費）

（１）人件費

（２）公債費

（３）投資的経費

（４）その他の歳出

５．社会保障と税の一体改革による影響

６．財政収支の状況（平成２８年度当初予算反映後）

・・・ １

・・・ ２

・・・ ３

・・・ ４

・・・ ５

・・・ ６

・・・ ７

・・・ ８

・・・ ９

・・・１０

・・・１１

・・・１２

・・・１３

・・・１４



１．予算編成のポイント

『未来に羽ばたく元気な和歌山』 の実現

○『和歌山県まち・ひと・しごと創生総合戦略』で定めた５つの基本目標

の実現に向けた施策に重点的な予算措置

○新行財政改革推進プラン（改定版）（平成２４年度～２８年度）に基づき

①収支不足額をプランどおり堅持

②財調・県債管理基金について、プラン以上の残高を確保

持続可能な財政構造の確立のため

１ 少子化をくい止める
２ 安定した雇用を創出する
３ 和歌山県への新しい「人の流れ」を創造する
４ 安全・安心な暮らしを実現する
５ 時代に合った地域をつくる
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２．予算の全体像

予算規模

歳 出 ５，７５２億円

（対前年度△１２０億円、△２.０％）

歳 入 ５，７５２億円

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは一致しない場合がある。

収支不足額

歳出歳入差引 ０円（前年度０円）

※新行革プランの想定：平成２８年度 収支不足額 ８５億円

◆財政調整基金残高（H28末見込） ４１億円

◆県債管理基金残高（H28末見込）１７８億円

※新行革プランの想定：平成２８年度末 両基金残高計 １００億円

■歳出規模 ５，７５２億円（△１２０億円）
・新政策関連予算、社会保障関係費の確保
・２７年度大規模事業終了に伴う減

・国体開催（△６９億）
・紀勢自動車道（田辺～すさみ）の開通（△６５億）

■新行革プラン（改定版）の堅持
・財調・県債基金を取り崩すことなく、収支不足額

（歳出歳入差引）は「ゼロ」円となり、プラン想定より
も８５億円改善

・財調・県債基金の残高 ２１９億円

（プランよりも１１９億円改善）

２１９億円

２



３．歳入のポイント（自主財源、依存財源）

◆自主財源 ２，３７１億円 （対前年度△３９億円、構成比 ４１．２％《㉗ ４１．１％》）

県 税 ９４８億円（対前年度 ＋２２億円、＋２．４％）

諸 収 入 ９１８億円（対前年度 △８億円、△０．９％）

そ の 他 ５０５億円（対前年度 △５３億円、△９．５％）

※その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）

◆依存財源 ３，３８１億円 （対前年度 △８０億円、構成比５８．８％《㉗ ５８．９％》）

地 方 交 付 税 １，６６１億円（対前年度 ＋５４億円、 ＋３．４％）

国 庫 支 出 金 ７３３億円（対前年度 △４１億円、 △５．３％）

県 債 ８２３億円（対前年度 △７６億円、 △８．５％）

※うち臨時財政対策債 ２４０億円 （対前年度△２０億円、△７．７％）

そ の 他 １６４億円（対前年度 △１６億円、 △９．１％）

※その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）

5,7525,748 5,672 5,681 5,872

41.2%

58.8%

３



（１）県税収入

主な税目の状況

・個人県民税 ３１８億円

（対前年度＋２６億円、＋８．８％）

・法人二税 １８３億円

（対前年度 ＋９億円、＋５．３％）

・自動車税 １１１億円

（対前年度 △１億円、△１．０％）

・地方消費税 ２１９億円

（対前年度 △６億円、△２．６％）

・軽油引取税 ６０億円

（対前年度 △１億円、△０．９％）

・その他 ５８億円

（不動産取得税、自動車取得税、個人事業税ほか）

（対前年度 △５億円 △８．５％）

○県税収入 ９４８億円（対前年度＋２２億円、＋２．４％）

景気回復や税制改正等により、個人県民税、法人事業税が増収

788
830

926
948

801

４

個人県民税

法人二税

自動車税

地方消費税

軽油＋その他

県税収入予算額の推移（億円）



（２）地方交付税・臨時財政対策債

○地方交付税・臨時財政対策債 １，９０１億円

（対前年度＋３４億円、＋１．８％）

2,012 1,961 1,931
1,867

地方交付税 １，６６１億円

（対前年度＋５４億円、＋３．４％）

※景気回復に伴う地方税の増収によって臨時財政対策債は減となったが、人口減少等特別対策事業費の確保等に

より、実質的な交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）は増

臨時財政対策債 ２４０億円

（対前年度△２０億円、△７．７％）

５

1,901



（３）県債（県債残高）

○県債（臨時財政対策債除き） ５８３億円

（対前年度△５６億円、△８．８％）
・通常債 ４８５億円（対前年度△１４億円、 △２．８％）

・行政改革推進債 ５１億円（対前年度 △７億円、△１１．７％）

・退職手当債 ４７億円（対前年度△３６億円、△４３．１％）

◎県債依存度 １０．１％（対前年度△０．８％)

○県債残高

平成２８年度末残高（見込） １兆３４１億円
（㉗末残高（見込） １兆１３２億円、＋２０９億円、＋２．１％）

591

516 522

639

※臨時財政対策債含みでは ８２３億円
（対前年度△７６億円、△８．５％）

◎県債依存度 １４．３％（対前年度△１．０％）

※平成１３年度から発行している臨時財政対策債の残高が引き続き増加

（平成２８年度末残高（見込）３，６９１億円）

※通常債は、近年、台風１２号災害からの復旧や国体関連施設の整備等

により増

10,34110,1329,396 9,706 9,861

臨財債除きで、県民一人あたり ６６万円 ６

583



（４）基金繰入金、その他の歳入

○基金繰入金 ８８億円（対前年度△８２億円、△４８．０％）

〔主な基金の繰入額〕

・地域医療介護総合確保基金 ２５億円（対前年度＋１４億円）
・産業開発基金 １１億円（対前年度± ０億円）
・地域振興基金 １１億円（対前年度△２６億円）
・企業立地促進資金貸付基金 ７億円（対前年度 ＋１億円）
※国体･障害者スポーツ大会運営基金 ０円（対前年度△５１億円）

（単位：億円）
Ｈ２６末
残高

Ｈ２７末見込
（２月補正後）

Ｈ２８
取崩

Ｈ２８末
見込

財政調整基金 41 41 － 41

県債管理基金 177 177 － 178

計 218 218 － 219

※財政調整基金及び県債管理基金の状況

○その他の歳入 ２，２３２億円

（対前年度△３７億円、△１．６％）

〔主なもの〕

諸収入 ９１８億円（△ ８億円）

国庫支出金 ７３３億円（△４１億円）

地方消費税清算金 ３２７億円（＋２６億円）

地方譲与税 １５８億円（△１６億円）

ほか

基金残高

（一般会計所管の基金総額見込）

Ｈ２７末 ７３６億円

⇒ Ｈ２８末 ６８４億円

７



４．歳出のポイント（義務的経費、政策的経費）

◆義務的経費 ２，３０３億円（対前年度±０億円、構成比４０．０％）

人 件 費 １，４１２億円（対前年度＋６億円、＋０．４％） ※附属機関の委員報酬等を除き１，３９４億円

公 債 費 ７２７億円（対前年度△６億円、△０．８％）

扶 助 費 １６４億円（対前年度±０億円）

◆政策的経費 ３，４４９億円（対前年度△１１９億円、△３．３％、構成比６０．０％）

投資的経費 １，１５５億円（対前年度△９０億円、△７．３％）

そ の 他 ２，２９４億円（対前年度△２９億円、△１．３％）

（補助費等、積立金、貸付金、維持補修費・繰出金等）

5,748 5,672 5,681 5,872

投資的経費

扶助費

公債費

人件費

８

その他

5,752



（１）人件費

○人 件 費 １，４１２億円（対前年度＋６億円、＋０．４％）

経常人件費（一般職） １，２０５億円（対前年度＋６億円、＋０．５％）

退 職 手 当 １６１億円（対前年度△１億円、△０．７％）

1,406 1,412

1,468

1,434 1,422

９



（２）公債費

○公 債 費 ７２７億円（対前年度△６億円、△０．８％）

公債費の縮減対策の実施

・平成２７年度において、決算剰余金処分等による県債の繰上償還を実施

727725 733 726 732

１０



（３）投資的経費

〔主な増減要因〕

普通建設補助 ６４２億円
（対前年度△８８億円、△１２．０％）

大規模建築物の耐震化促進 △７０億円

河川等災害関連 △１０億円

普通建設単独 ２９４億円
（対前年度＋５８億円、＋２４．８％）

消防学校整備 ＋１９億円

新宮警察署庁舎新築 ＋１４億円

警察施設耐震改修 ＋ ８億円

直轄負担金 １３９億円
（対前年度△６３億円（災害除く）、△３１．１％）

直轄道路事業負担金 △６６億円

災害復旧 ８０億円
（対前年度＋２億円、＋２．３％）

土木施設災害復旧 ＋ ２億円

○投資的経費 １，１５５億円（対前年度△９０億円、△７．３％）

1,269

1,144 1,178

１１

1,246
1,155



（４）その他の歳出

○その他 ２，２９４億円（対前年度△２９億円、△１．３％）

うち 補 助 費 等 １，２３３億円（対前年度 △２９億円、 △２．３％）

積 立 金 ３６億円（対前年度 ＋１２億円、＋４８．２％）

貸 付 金 ８４１億円（対前年度 △１６億円、 △１．８％）

維持補修費・繰出金等 １８４億円（対前年度 ＋４億円、 ＋２．１％）

〔主な増減要因〕

補 助 費 等
○紀の国わかやま国体・大会の開催準備

０円（対前年度△６６億円※皆減）

○諸支出金（地方消費税清算金等）
４０６億円（対前年度＋１７億円）

積 立 金

○地域医療介護総合確保基金
１５億円（対前年度＋４億円）

○産業開発基金
８億円（対前年度＋８億円）

貸 付 金
○中小企業融資制度実施

８２０億円（対前年度△１２億円）

2,159 2,231 2,206

１２

2,323 2,294



５．社会保障と税の一体改革による影響

＜参考> 社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）

地方消費税の引上げによる増収分については、全て社会保障費の財源として活用

【歳入】 ７１億円

地方消費税の引上げによる税収等の増 ７１億円

【歳出】 ７１億円

○社会保障の充実 ２２億円

・子ども・子育て支援の推進等 ５億円

・低所得者の国民健康保険料の軽減 ４．５億円

・市町村国民健康保険に対する財政支援の強化 ４．５億円

・低所得者の介護保険料の軽減強化 １億円 など

○消費税増税に伴う社会保障費の増（診療報酬・介護報酬改定等） ５億円

○社会保障の安定化（自然増等） ４４億円

１３



６．財政収支の状況（平成２８年度当初予算反映後）

（概要）○現行の「新行財政改革推進プラン（改定版）」期間中（平成２４年度～平成２８年度）の財政収支と財調・県債
管理基金の年度末残高見込について整理

○最終収支不足額は、プランにおけるＨ２８年度想定（８５億円）から皆減
○Ｈ２８年度末の財調・県債管理基金残高は、プラン想定（１００億円）を上回る２１９億円となる見込み

１４

（億円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

 歳　　　　　　　　　　　出　　（Ａ） 5,748 5,672 5,681 5,872 5,752

1,457 1,421 1,405 1,389 1,394

経常人件費 1,260 1,252 1,222 1,207 1,213

退職手当 177 150 163 163 161

726 733 726 732 727

1,269 1,144 1,178 1,246 1,155

2,295 2,375 2,371 2,505 2,476

社会保障関係経費 506 512 529 577 589

 歳　　　　　　　　　　　入　　（Ｂ） 5,676 5,567 5,569 5,731 5,654

801 788 830 926 948

2,012 1,961 1,931 1,867 1,901

770 842 722 774 733

536 420 416 499 485

1,557 1,555 1,670 1,665 1,587

72 105 112 140 98 136

37 56 58 83 47 0

18 40 48 58 51 51

17 9 6 0 0 85

200 208 212 218 219 100

※表示未満四捨五入の関係で、合計が一致しない箇所あり

その他支出

県　　税

地方交付税・臨時財政対策債

国庫支出金

県　　債（臨財債・退手債・行革債を除く）

その他収入

人　件　費

公　債　費

投資的経費

財調・県債管理基金年度末残高（見込）

退手債・行革債発行前の収支不足額 （Ａ）-（Ｂ）　【１】

退手債発行予定額　【２】

行革債発行予定額　【３】

最終収支不足額　（【１】-【２】-【３】）

ﾌﾟﾗﾝ上の

H28想定


